













Renewable Energy in Iwate Prefecture




 The July 2012 introduction of the feed-in-tariff scheme for renewable energy in Japan is 
seen as a major milestone in the country’s energy policy conversion.  However, most renewable energy 
investment has been made by outside companies, and this is especially true for the nation’s Tohoku region, 
which has significant potential in terms of renewable energy.  Situation of Aomori Prefecture is derided 
“colonial of wind power generation”.
 The aim of this paper is to clarify renewable energy business trends observed since the 
introduction of the feed-in-tariff scheme based on a case study of Iwate Prefecture in the Tohoku region.  
The Iwate Prefectural Government plans to increase the area’s power self-sufficiency ratio by the use 
of renewable energy to 35% by 2020.  To this end, it collects and publishes information on large-scale 
photovoltaic power generation sites (commonly known as “mega-solar” sites) to promote investment in 
renewable energy.  Since the Ministry of Economy, Trade and Industry’s 2012 setting of the purchase price 
for power produced from renewable energy, more than 40 mega-solar projects have been implemented.  
Over 85% of these have been funded by investment from outside companies or joint investment involving 
outside companies and local companies.  The situation is similar for biomass power generation and wind 
power generation.
 The current feed-in-tariff scheme promotes the expansion of business with the intent 
of boosting revenue by increasing the scale of equipment used.  The field is characterized by a need 
for massive initial investment and connection to the power grid on a first-come-first-served basis.  As 
a consequence, there are concerns that local businesses are being shut out of investment in renewable 
energy.
Keywords: Renewable Energy, Iwate Prefecture, The feed-in-tariff scheme, “Mega-Solar” (large-scale 
photovoltaic power generation)



















　2011 年 8 月に「電気事業者による再生可能エ
ネルギー電気の調達に関する特別措置法」が成立







推進事業」で 2011 年 3 月にまとめた再生可能エ
ネルギーの賦存量に関する都道府県別のデータで
は、太陽光発電で岩手県が第2位、福島県が第4位、
陸上風力発電で青森県が第 2 位、岩手県が第 3 位、
秋田県が第 5 位、中小水力発電で福島県が第 7
位、地熱発電で秋田県が第 3 位、林地残材で岩手
県が第 2 位、秋田県が第 4 位など、県によって特
徴ある資源が異なるものの、東北地方の各県はい
ずれも上位にランクインしている 1）。日本政策投




明らかになっている 2）。電力業 3）の 2012 年度投
資実績が 302 億円だったのに対して、2013 年度
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固定価格買取制度（FIT）導入後の岩手県の再生可能エネルギー
青森県では既に 213 基、秋田県では 113 基の風
車が立地しているが、そのうち、両県内の企業ま
たは団体・市民によって建設されたのは、自治体



































措法が成立した 2011 年 8 月から、「調達価格算
定委員会」の検討をふまえて政府が買取価格を
2012 年 3 月に決定し、特措法が施行された 2012

























目標年次の終了後、2012 年 3 月に「岩手県地球
温暖化対策実行計画」を策定した。計画期間は





















節は 4 項にわけて記述を行う。第 1 期は 2011 年
8 月の再生可能エネルギー特措法成立から、2012
年 3 月の政府による買取価格の決定までの時期と
する（第 1 項）。第 2 期は、買取価格決定の後、
2012 年 7 月に FIT が発足（再エネ特措法の施
行）してから、2012 年度の買取価格が適用され
る 2013 年 3 月までの時期とする（第 2 項）。第






















太陽光発電 34,740 139,630 302
風力発電 67,099 575,099 757
水力発電 274,576 276,406 1
地熱発電 103,500 163,500 58
バイオマス発電 1,724 2,324 35
小計 481,639 1,156,959 82
熱利用（kl） 23,426 27,642 18
表 1　岩手県における再生可能エネルギーの種類別導入目標 6）
図 1　岩手県全図（自治体名は本節で言及のもの）




























からは 20 件、83 万 kW 分の応募があった 8）。









建設し、2011 年 10 月に竣工した。水は公園内
の農業用水から導水し、出力は 9.9kW で 1 年の
うち 7 ヶ月間稼働、発電した電力は全量を東北電
力に買電している。総工費は 5670 万円である（岩
手日報 2011.10.9）。葛巻町は、町内に 25 ヶ所








る。2009 年度には 6 ヶ所、2010 年度に 11 ヶ所、
2011 年度は 6 ヶ所で調査を実施した（岩手日報





の用地調査を行い、2011 年 11 月から、適地の
リストを公開し、事業者とのマッチング支援を開
始した。適地は 25 市町村から 50 ヶ所の情報を






（2012 年 4 月～ 2013 年 3 月）





































同会社一関東山」は 2013 年 8 月に着工、同市千
厩町奥玉には新たに 1999kW のメガソーラーを





































費 6.2 億円のうち 2.3 億円の助成を受けるととも



















込に 1785kW のメガソーラーを 2013 年春から
































てた（岩手日報 2012.12.7）。2013 年 1 月に矢巾
町と協定書を締結し、2014 年 1 月から売電を開
始する予定である。同社は 2013 年 12 月、建設








































出力約 2900kW で同年 9 月に着工した（岩手日
日新聞 2013.9.21）。





7 月に建設事業者の公募を行い、同年 9 月、ユア
























利を得たもので、2015 年に着工し、2017 年 3
月をめどに竣工する計画を立てている（岩手日報
2012.6.29）。岩手県企業局は、一戸町高森高原











45 万円と、NEDO（2010）が示した 2010 年時




















4.3　買取価格の改定から現在まで（2013 年 4 月
～ 2013 年 12 月）
　2013 年 3 月 11 日、経済産業省の「調達価格
等算定委員会」は、「平成 25 年度調達価格及び調
達期間に関する意見」を発表した。国はこの意見
をふまえ、2013 年度の出力 10kW 以上の太陽光






JAPAN（新潟県）は、2012 年 11 月から雫石
町の JR 田沢湖線・秋田新幹線の線路沿いの工場
跡地に 994kW の太陽光発電設置工事を開始し、












電合同会社」が設立され、2015 年 3 月からの発
電を予定している（岩手日報 2013.5.20）。2013
年 4 月に大船渡市内で行われた SPC 設立の説明





　このように、計画の公表や着工は 2013 年 4
月以降に行われたが、経済産業省の設備認定は




ソーラージャパン（東京）が、2013 年 9 月に閉
鎖したゴルフ場の跡地 38ha に約 20000kW のメ




























電を設置して 2013 年 6 月に売電を開始した（岩
手日報 2013.5.2、6.9）。1 口 10 万円、契約期間
14 年間、目標利回りを年 1％ 24）としたファンド
募集は 2013 年 2 月から開始され、目標とした
189 口は完売した。
　紫波町でも、公共施設の屋根を事業者に貸し出











ンド」は、2013 年 10 月から「紫波ゆめあかりファ
ンド」の募集を始め、町内外から最大で 2.1 億円
の出資を集めることを目標としている。なお、最































































省の最新の発表によれば、2013 年 10 月末時点で
の岩手県の再生可能エネルギー発電設備の認定状
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地域 事業者名 県内外区分 出力 事業費支援
（太陽光）
洋野町 サン・エナジー洋野（東光電気工事ほか） 県内外共同 11200kW エネ庁補助金
洋野町 青森ポートリー 県外（青森） 1500kW 農水省補助金
洋野町 GASJA1（ゲスタンプ・アセテム・ソーラージャパン） 県外（外資） 20000kW
久慈市 東北ソーラーパワー 県外（宮城） 1432kW
久慈市 新田組 県内 924kW エネ庁補助金
野田村 だらすこ市民共同発電所 ※市民出資 48kW
岩手町 カガヤ 県内 2380kW
滝沢市 カガヤ 県内 1785kW
雫石町 PVP JAPAN（窪倉電設） 県外（新潟） 994kW エネ庁補助金
盛岡市 仙台青葉会 県外（宮城） 1999kW
盛岡市 公楽 県内 1068kW エネ庁補助金
盛岡市 戸田久 県内 1200kW
盛岡市 盛岡ソーラー（NTT ファシリティーズ） ※公募 1780kW エネ庁補助金
盛岡市 盛岡市中央卸売市場 県内 1600kW
矢巾町 シリウス 県内 3000kW
紫波町 紫波グリーンエネルギー ※市民出資 1116kW エネ庁補助金
花巻市 伊藤組 県内 1680kW エネ庁補助金
北上市 NTT ファシリティーズ、千田工業ほか（JV） ※公募 2900kW
北上市 岩手県企業局 ※公営企業 1400kW エネ庁補助金
北上市 エクソル 県外（京都） 1990kW
金ケ崎町 ジュリアン 県内 1500kW
エネ庁補助金、
県制度融資
金ケ崎町 エコマックスジャパン 県外（東京） 950kW エネ庁補助金
金ケ崎町 共同産業 県内 950kW エネ庁補助金
金ケ崎町 仙台青葉会（※当初はスカイ・ソーラー・ジャパン） 県外（宮城） 1000kW
金ケ崎町 仙台青葉会（※当初は不動産情報バンク） 県外（宮城） 1950kW
一関市 一関東山（リニューアブル・ジャパン） 県外（東京） 1800kW エネ庁補助金
一関市 一関東山（リニューアブル・ジャパン） 県外（東京） 1999kW エネ庁補助金
一関市 リニューアブル・ジャパン 県外（東京） 12000kW エネ庁補助金
一関市 リニューアブル・ジャパン 県外（東京） 2000kW
一関市 リニューアブル・ジャパン 県外（東京） 1000kW
一関市 ウエストホールディングス 県外（広島） 994kW
一関市 TTK 県外（宮城） 863kW エネ庁補助金
一関市 WIRSOL、GreenpowerCapital（JV） 県外（外資） 22000kW
大船渡市 五葉山太陽光発電（前田建設工業ほか） 県内外共同 18000kW エネ庁補助金
（風力）
一戸町 岩手県企業局 ※公営 25300kW
葛巻町 電源開発 県外（東京） 49315kW
一関市 ジャネックス 県外（福岡） 20000kW
（水力）
普代村 岩手県 ※公営 未定
金ケ崎町 岩手中部土地改良区 県内 138kW
（地熱）
八幡平市 岩手地熱（JFE エンジニアリングほか） 県内外共同 7499kW エネ庁補助金
（バイオマス）
宮古市 ウッティかわい 県内 5000kW
野田村 新エネルギー開発 県外（群馬） 11500kW










































れた（和田 , 2008; 寺西・石田・山下 , 2013）。
2004 年の法改正でこの上限規程は撤廃された
が、その後も買取価格は立地条件ごとに詳細に設
定され、頻繁に見直されている（大島 , 2010; 寺
西・石田・山下 , 2013）。2012 年の法改正では、
10000kW 以上の太陽光発電は再び買取対象外と
なった 30）。スペインでは、1994 年に FIT を導入
した際には、太陽光発電は出力 50000kW までを
買取対象としたが、2008 年に行った見直しで買












































































2） 日本政策投資銀行ホームページ（2014 年 1 月
参 照 ）http://www.dbj.jp/investigate/equip/
regional/detail.html














6） 「岩手県地球温暖化対策実行計画」（2012 年 3 月）、
38 頁の表を一部改変。
7） 環境省報道発表資料（2012 年 1 月 13 日）。
8） 第 1 回岩手県再生可能エネルギー復興推進協議
会（2012 年 3 月 15 日）、「資料 4」より。
9） 地熱エンジニアリング株式会社ホームページ
（2014 年 1 月 参 照 ）http://www.geothermal.
co.jp/etc/topics/topics110711.pdf
10） 2013 年 2 月 28 日、葛巻町農林環境エネルギー
課へのヒアリングによる。
11） 岩手県ホームページで閲覧が可能である（2014
年 1 月 参 照 ）http://www.pref.iwate.jp/view.
rbz?cd=35632




ジ（2014 年 1 月 参 照 ） http://www.rn-j.com/
project
14） なお、この事業計画は、2014 年 1 月の時点で、
株式会社仙台青葉会に所有が移っているものと
思われる。同社ホームページ（2014 年 1 月参照） 
http://www.sendai-aobakai.com/info に金ケ崎
町西根高谷野原での事業計画が確認できる。
15） 株 式 会 社 仙 台 青 葉 会 ホ ー ム ペ ー ジ（2014 年
1 月 参 照 ） http://www.sendai-aobakai.com/
news/100
16） 2013 年 2 月 5 日、岩手銀行のプレスリリース「「メ
ガソーラー発電事業」に対する融資対応につい
て」による。
17） 2013 年 8 月 27 日、WIRSOL SOLAR AG と
Greenpower Capital, LLC のプレスリリースに
よる。
18） 株式会社カガヤホームページ（2014 年 1 月参照） 
http://www.iwate-kagaya.jp/business/mega-




19） 2012 年 11 月 29 日、東北銀行のプレスリリース
「太陽光発電事業に取り組む中小企業者の支援を
実施」による。
20） この事業計画は、2014 年 1 月の時点で、株式
会社仙台青葉会に所有が移っているものと思わ




21） 有限会社公楽ホームページ（2014 年 1 月参照） 
http://www.nk-group.co.jp/hukushi/sansa.
php
22） 2013 年 3 月 26 日、岩手銀行のプレスリリース
「「メガソーラー発電事業」に対する融資対応につ
いて」による。
23） 2013 年 1 月 22 日、岩手県のプレスリリース「県
立北上翔南高等学校実習地における大規模太陽
光発電（メガソーラー）計画について」による。（岩














28） 2014 年 1 月 10 日、資源エネルギー庁のプレス
リリースによる。
29） 参考までに東北 6 県の順位を述べれば、宮城県
（15 位）、福島県（20 位）、青森県（28 位）、山
形県（34 位）、秋田県（38 位）となっている。
出典は内閣府ホームページ（2014 年 1 月参照） 
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.html
30） 2012 年 3 月 6 日、 経 済 産 業 省「 調 達 価 格 等
算 定 委 員 会 」 会 議 資 料（2014 年 1 月 参 照 ） 
http://www.meti.go.jp/committee/chotatsu_
kakaku/001_haifu.html
31） 2010 年 1 月 28 日、経済産業省「再生可能エネ
ルギーの全量買取に関するプロジェクトチーム」
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